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研究成果の概要（和文）：小学校英語教育における望ましい指導形態として，専科教員，担任教員，あるいはテ
ィーム・ティーチング（TT）が良いかについての教師の意識と，その意識に関連する要因を探る。北海道内の小
学校教師６４名に対し，質問紙調査を行い，指導者として専科教員・担任教員・TTのそれぞれがどの程度望まし
いかについて評価してもらった（指導体制意見）。さらに指導体制意見と，専科･担任の立場，指導観（定着，
正しい英語の習得，伝え合い，児童理解，授業規律，授業の活動構成）との関連性について分析した（萬谷
2021)。

研究成果の概要（英文）：　This study surveyed 64 elementary school teachers on their preferences as 
to who should teach English whether homeroom teachers or specialist teachers(Yorozuya 2021) and also
 their beliefs on the importance of learning outcome, accurate use of English, communication, 
understanding of children's ability levels and interest, discipline and class control, and lesson 
planning. The relationships between teachers'homeroom teacher-specialist teacher preferences and 
their beliefs were analysed and also  analysed by the teachers' current positions(homeroom teachers 
or specialist teachers). 

研究分野：英語教育学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
教科担任制の導入により小学校英語の専科教員が増加してきている。制度構築に向けて基礎的な知見の蓄積と多
角的な検討が重要である。本研究においては、小学校教師が英語教育の担い手としての専科教員と担任教員につ
いての意識と、そうした意識の背景となっている要因を探った。本研究は、専科教員と担任教員の長所・短所を
浮き彫りにすることで、どのような視点で制度を改善してゆくべきかについての示唆を与える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１ 研究開始当初の背景 

令和4年度から小学校高学年における教科担任制の導入と相まって，当該制度の対象と

なっている小学校外国語活動・外国語においても，今後専科教員の制度設計や資質要件な

どについて，十分な議論と検証が急務である。しかし，単に専科教員の数を増やすだけで

は不十分であり，小学校という教育現場に，専科教員がどのような役割を持って配置され

るべきか，効果的な制度の検討・整備が急務である。またさらに重要な点として，英語

力・英語指導力だけでなく，小学校教員としての指導力など，どのような資質の専科教員

が必要とされるのかについて，十分な研究と議論がまだ不足している。 

小学校の教師たちは，担任教員あるいは専科教員のどちらが小学校での英語指導を担当

すべきと考えているのだろうか。そうした指導体制意見に関する調査では，ベネッセ･コ

ーポレーション(2010)が「学級担任が教えるのがよい」とした小学校教員の割合につい

て，教務主任が23.6%，担任教員が26.3%であり，「専科教師が教えるのがよい」とした教

務主任が75.7%，担任教員が72.9%であり，専科教員へのニーズがより高いと報告してい

る。萬谷（2019）も，小学校教員335名の調査で，40％が担任教員を支持し，60％が専科

教員を支持していると報告している。 

こうした賛成・反対の意見には，背景にどのような要因があるのであろうか。上記の萬

谷（2019）の調査では，担任教員が望ましい理由としては，担任教員の児童理解と相互信

頼，児童に合わせた指導を重視する理由が多かった。また専科教員が望ましい理由として

は，英語力・専門的指導力を重視する理由が多かった。また同調査では，英語指導経験年

数の少ない教師が専科教員を支持する傾向があり，さらに英語が好きではなく，自信のな

い教師ほど専科教員が望ましいとしていた。専科教員の導入に賛成する教員の指導体制意

見の形成に影響する要因として，英語指導への不安や自信のなさがあることが伺われる。 

指導体制意見に影響する要因について注目されるのが，韓国の小学校教師 200 名の意識

調査をした Kang（2008）である。Kangは，専科教員について小学校教員の 50％が英語専門

教師制度に反対し，26％が賛成，24％は立場を留保していたと報告している。そして，反対

者の主な理由は，専科教員の小学校教育についての基本的な理解や児童の指導力が不足し

ているという理由が，約半数を占めていたことが注目される。 

このことに関連して，大城(2015:17)は，教科として英語を教える際に必要とされるのは，

英語力と共に，児童理解にもとづき子どもに合わせた指導ができることの両方が必要であ

るとし，「子供を理解し，子供と同じ目線に立ち，子供包み込むような心を持っていないと

子供とのコミュニケーションは難しい。子供の知識も限られている。その中でコミュニケー

ションを図ってゆくにはそれ以外の要素が大きく左右する」と述べている。バトラー後藤

(2005)も，語学教師の資質を，言語運用能力ベース，知識べース，指導ベース，個人・対人

関係ベースの４つに整理し，中国・韓国・日本の小学校教師が重視する資質についての調査

（Butler 2003）から，4つ目の資質が共通して，実践者の立場から最重要資質のひとつとし

て認識されていることを報告している。親しみやすい性格，柔軟性・協調性など対人関係の



力が，小学校で英語を教える教師にとって，きわめて重要であることが理解できる。 

 

２ 研究の目的 

日本の小学校教育における専科教員の資質にかかわって，英語力とともに，上記のよう

な，児童理解に基づく小学校教員としての指導力について，どのような状況があるかにつ

いて検証が必要である。 

 そこで本研究(萬谷2021)では，現状において，専科教員・担任教員・TTについて小学校

教員の指導体制意見に差異があるのかどうか，またそうした差異の背景となっている要因

（指導観）について，調査結果にもとづいて検証した。合わせて，指導体制意見や背景要

因について，専科教員，担任教員という小学校教員の立場によって，差があるどうかにつ

いても分析した。 

本研究では，以下の研究課題について検証する。 

1） 小学校教員は，外国語活動・外国語の指導体制意見として，専科教員，担任教員，TTの

どれがよいと考えているのか 

2） 専科教員と担任教員の立場により，指導体制意見（専科・担任・TT）は変わるか 

3） 専科教員と担任教員の立場により，指導観は変わるか 

4） 指導体制意見（専科・担任・TT）は，どの指導観と関連があるか。 

 

３ 研究の方法 

本研究における参加者は北海道内の小学校教師64名である。うち専科教員が44名，担任

教員が20名である。教師経験年数は，平均で15.2年であり，英語指導経験年数は7．7年で

あった。専科教員の英語指導経験年数は，平均9.6年であり，担任教員は3.39年であった。

なお，調査は2019年8月に行われた。 

 

質問紙調査項目では，教員の基本情報（教師経験年数，英語指導経験年数，現在の担任学

年等），指導体制意見（「外国語・外国語活動は，専科が教えるべきである」「外国語・外国

語活動は，担任が教えるべきである」「外国語・外国語活動は，専科と担任が TT するべき

である」）について 5段階（まったく思わない 1～とてもそう思う 5）で答えてもらった。 

さらに，回答者が抱く指導観（「外国語・外国語活動の授業で重視したいと思うものは何で

すか」）という質問に対し，（1）定着，2）正しい英語の習得，3）伝え合い，4）児童理解，

5）授業規律，6）授業の活動構成）という 6 つの項目について，5 段階で答えてもらった。 

 

 

４ 研究成果 

本研究の調査結果から，１）専科・担任・TT のうち，担任単独の指導よりも TT がより

支持されたこと，２）指導体制意見においては，専科・担任の立場で差異はみられないこと，



３）担任教員に比して，専科教員が「授業規律」が重要であると答える傾向があること，４）

「授業規律」を重視する教員ほど，専科教員が教えるべきではないと考える傾向があり，そ

の傾向は特に担任教員に顕著にみられること，さらに「活動構成」が重要であると考える教

員ほど，TTが望ましいと答える傾向があること，などが明らかになった。 

 本研究の課題としては，限られた地域の教員についての調査であり，調査人数も十分と

は言えないことが挙げられる。また専科教員と担任教員の人数的なバランスや質問項目に

ついても課題がある。そのため本調査の結果の解釈・応用においては，過度な一般化をする

ことには慎重であるべきである。 

本研究の結果は，上記のように，まだ課題も多く十分に一般化できるものではないが，も

し示唆を引き出すとすれば，教員養成・研修において目指すべき専科教員の資質について，

英語運用能力の重要性は明白であるものの，それのみに偏することなく，「小学校教員とし

ての資質」も重視すべきであるということであろう。専科教員を採用する際には，現行制度

にあるような英語力中心の採用条件に偏ることなく，小学校教育の十分な理解，児童理解の

力などを，専科教員の資質要件として制度に反映する努力の必要性が示唆される。 
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